


「しずくいし軽トラ市」が地域再生大賞で優秀賞を受賞！

　岩手日報など地方新聞46紙と共同通信が、地域づくりに
挑む団体を支援しようと設けた第10回地域再生大賞の表
彰式が2月7日、東京都内のホテルで行われました。
　岩手県から「しずくいし軽トラ市」が選出され、優秀賞を受
賞し、しずくいし軽トラ市実行委員会の相澤潤一委員長が
表彰され、さらなる飛躍を誓いました。
　軽トラ市は2005年にスタートし、昨年6月に100回を突破。
　「元祖軽トラ市」と銘打ち、全国の先駆けとして評価され
ました。　
  相澤実行委員長は「これまでの活動が評価され大変光栄
です。他の軽トラ市の団体も評価されたことと認識しており、
他団体とも連携し活動を発展させ地域活性化に貢献してい
きたい」と語りました。

２０２０年度しずくいし軽トラ市出店者募集中！
１．開催日時
  第１回 ２０２０年　５月　３日（日）
  第２回 ２０２０年　６月　７日（日）
  第３回 ２０２０年　７月１２日（日）
  第４回 ２０２０年　８月　２日（日） 9時00分～13時00分
  第５回 ２０２０年　９月　６日（日） （雨天決行）
  第６回 ２０２０年１０月　４日（日）
  第７回 ２０２０年１１月　１日（日）

２．出店料、登録料及び出店条件等
・出店料　２,０００円/１台（１区画２m×６m）、新規出店者は初回出店料無料。
・登録料　１,０００円（年間）
・出店料・登録料は、年間一括納入となります。なお、納入方法は登録後にご連絡致します。
・飲食関連の販売については、イベント等での臨時営業許可や移動食品の営業許可証を取

　方に限ります。（申込書と一緒に許可証の写しを提出して下さい。）
・出店を取消す場合、開催日の１４日前であれば出店料を返戻いたします。

３．申込締切
・２０２０年２月末日
・３月１日以降は、開催日の１４日前までとなります。
・満杯の場合はキャンセル待ちとなりますので、ご了承願います。

４．申込方法
　　出店申込書に必要事項をご記入のうえ、郵送又はＦＡＸでお申込下さい。（申込期限厳守）
　　※出店申込書は商工会ＨＰからダウンロードできます。

　　　 詳しくは商工会へお問い合わせください。(☎692-3321)　(担当：四日市)

　　　っている方に限ります。また、ペット等の販売についても、動物取扱業者の登録をしている

２月８日付　岩手日報掲載



今年度も、確定申告にあわせて、下記のとおり個別相談会を開催いたします。

■ 開催日時　①令和２年２月２１日(金)　１０：００～１６：００　川村　幸子   税理士

■ 開催場所　雫石商工会館　　１階相談室

■ 申込方法  　 相談を希望される方は、商工会へ事前にお申し込みください。(☎692-3321)
 　 相談時間は、1事業所あたり30分程度とさせていただきます。（担当：新里）

■ 持参するもの
・ マイナンバー法の施行により「個人カード」または「マイナンバーの通知カード」と「運転免許証」

か「保険証」等本人確認資料。
・ 生命保険、地震保険料等控除証明書、社会保険料等証明書(国保・国民年金・小規模企業共済

ほか）源泉徴収票その他収入に関する書類（生命保険の満期、配当金等）、住宅借入金等特別
控除(申告書・年末残高証明書)、医療費控除関係書類など。

　

  令和元年分　確定申告・消費税個別相談会

経営革新に取組む企業を支援します!

 ②令和２年２月２７日(木)　１０：００～１６：００　佐藤　雄一郎   税理士

 ③令和２年３月　４日(水)　１０：００～１６：００　川村　幸子   税理士

 ④令和２年３月１０日(火)　１０：００～１６：００　菊池　康弘   税理士



4．融 資 機 関　　(株)日本政策金融公庫盛岡支店国民生活事業

2．返 済 期 間　  運転資金　7年以内(据置1年以内)

　　　　    　　　　　設備資金　10年以内(据置2年以内)

3．利　　　　率　　１.21%(令和2年2月3日現在、年利)

★ご利用を希望される方は、商工会までお問い合わせください。☎692-3321

             雫石町プレミアム付商品券の取扱いについて

マル経融資制度のご案内

　　小規模事業者経営改善資金(通称マル経融資)制度は、昭和48年度に創設された無担

保・無保証人の国の融資制度です。商工会が行う経営指導を金融面から補完し、小規模

者の経営改善を促進することを目的としてます。

  ・小規模事業者(常時使用する従業員が商業・サービス業にあっては5人以下、製造業

■　対象となる事業所

 その他にあっては20人以下の事業所)

　・商工会の経営指導を原則6ヶ月以上受けている方

　・税金(所得税、法人税、事業税、都道府県民税等)を完納している方

　・同一地区(原則)で最近1年以上事業を行っている方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(担当：伊藤、髙橋)

　・商工業者であり、(株)日本政策金融公庫の融資対象業種を営んでいる方

■　融資条件

1．融資限度額　　2,000万円以内


